
１ 重要な会計方針
(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
① 有形固定資産

② 無形固定資産
 取得原価により計上しています。

(2) 有価証券及び出資⾦の評価基準及び評価⽅法

① 市場価格のあるもの
 会計年度末における市場価格により計上しています。

② 市場価格のないもの
 市が保有する外郭団体等の株式及び出資⾦等を取得原価により計上しています。

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法
① 事業用資産及びインフラ資産

② 物品

③ リース資産 

(4) 引当⾦の計上基準及び算定⽅法
① 投資損失引当⾦

② 徴収不納引当⾦

③ 退職⼿当引当⾦

④ 損失補償等引当⾦

⑤ 賞与等引当⾦

 事業⽤資産、インフラ資産及び物品の貸借対照表価額は、取得原価により計上しています。ただし、昭和59年
度以前に取得した道路、河川及び⽔路の敷地は備忘価額１円としています。また、取得価額が不明な⼜は無償
で移管を受けた道路、河川及び⽔路の敷地についても備忘価額１円としています。

 取得原価により計上しています。ただし、時価のあるものは、時価が著しく下落したときは回復の⾒込みがある場合を
除き時価で評価するものとし、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、発⾏会社の財政状況等により
実質価額が著しく低下したときは相当の減額を⾏うこととしています。

 定額法により減価償却を⾏っています。耐⽤年数は「資産計上に関する要領」で定めています。また当該要領に
おいて、資産を取得した翌年度から減価償却を開始することを定めています。

 定額法により減価償却を⾏っています。耐⽤年数は「資産計上に関する要領」で定めています。また当該要領に
おいて、資産を取得した翌年度から減価償却を開始することを定めています。

 「リース資産・リース債務取扱要領」の規定に基づき、定額法によりリース期間を耐⽤年数として残存価額０円ま
で減価償却を⾏っています。また初回のリース料⽀払⽉の属する年度の翌年度から減価償却を開始することを定
めています。

 市場価格のない投資及び出資⾦のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低
下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

 市税、使⽤料等の未収⾦及び⻑期延滞債権の⼀部については、時効の完成等によって不納⽋損となる可能性
があるため、過去３か年の実績等により不納⽋損実績率を算定し、年度末の未収⾦額を乗じた額を不納⽋損引
当⾦として計上しています。
 また、個々の債権の状況に応じた、より合理的な算定⽅法が存在する場合には、当該⽅法により引当⾦を計上
しています。
 貸付⾦のうちの⼀部については、返済免除⼜は減免となる可能性があるため、過去３か年の実績等により貸倒
実績率を算定し、年度末の貸付⾦額を乗じた額を貸倒引当⾦として計上しています。
 また、個々の債権の状況に応じた、より合理的な算定⽅法が存在する場合には、当該⽅法により引当⾦を計上
しています。

 在籍する職員が⾃⼰都合により退職するとした場合の退職⼿当要⽀給額を退職⼿当引当⾦として計上してい
ます。

 履⾏すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律に規定す
る将来負担⽐率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

 「郡⼭市職員の給与に関する条例」及び「郡⼭市職員の給与に関する規則」によって職員に⽀給される期末⼿
当及び勤勉⼿当で翌会計年度に⽀払うことが予定されているもののうち、当期の⽀給相当額を賞与引当⾦として
計上しています。



(5) リース取引の処理⽅法
① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件
あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 
 通常の売買取引に係る⽅法に準じた会計処理を⾏っています。

② ①以外のリース取引
 通常の賃貸借取引に係る⽅法に準じた会計処理を⾏っています。

(6) 資⾦収⽀計算書における資⾦の範囲

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品の計上基準

 物品については、取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
② 資本的支出と修繕費の区分基準

２ 重要な会計⽅針の変更等
 該当事項はありません。

３ 重要な後発事象
(1) 組織・機構の⼤幅な変更

４ 偶発債務
(1) 保証債務及び損失補償債務負担⾏為のうち、履⾏すべき額が未確定なもの

(2) 係争中の訴訟等
 該当事項はありません。

５ 追加情報
(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

② 地⽅⾃治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現⾦
の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③ 千円未満を四捨五⼊して表⽰しているため、合計⾦額が⼀致しない場合があります。
④ 地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断⽐率の状況は、次のとおりです。

実質⾚字⽐率
連結実質⾚字⽐率
実質公債費⽐率 %
将来負担⽐率

 資本的⽀出と修繕費の区分基準については、修繕や改良の内容が損壊部分の現状回復など通常の維持管理
費⽤の場合は修繕費として処理しています。

 平成30年４⽉１⽇に次のとおり組織改編を実施しています。
 市⻑部局「道路除染推進課」を廃⽌しています。

区分 平成29年度（2017年度）末
一般会計 ―

 現⾦（⼿許現⾦及び要求払預⾦）及び現⾦同等物（郡⼭市公⾦預⾦取扱要項において、歳計現⾦等の保
管⽅法として規定した預⾦等をいいます。）
 なお、現⾦及び現⾦同等物には、出納整理期間における取引により発⽣する資⾦の受払いを含んでいます。

合計 ―

 ⼀般会計、公共⽤地先⾏取得事業特別会計、荒井北井⼟地区画整理事業特別会計、中⾕地⼟地区画
整理事業特別会計、富⽥第⼆⼟地区画整理事業特別会計、伊賀河原⼟地区画整理事業特別会計、徳定
⼟地区画整理事業特別会計、⼤町⼟地区画整理事業特別会計、郡⼭駅⻄⼝市街地再開発事業特別会
計、⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦貸付⾦特別会計

―
―
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―
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―



⑤ 利⼦補給等に係る債務負担⾏為の翌年度以降の⽀出予定額

※額の未確定なものは計上していない。
⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額

⑦ 過年度修正等に関する事項

(2) 貸借対照表に係る事項
① 郡⼭市財務諸表作成基準から統⼀的な基準へ変更したことによる影響額等は次のとおりです。
ア 事業用資産の影響額（1,104,253千円）

イ インフラ資産の影響額（△33,148,059千円）

ウ 物品の影響額（2,821,487千円）
 郡山市財務諸表作成基準のリース資産を物品に組み替えています。

その他 5,923,692千円
一般会計 5,923,692千円

合計 7,222,621千円

区分 平成29年度（2017年度）末
利⼦補給に係るもの 1,298,929千円
一般会計 1,298,929千円

一般会計 119,432千円
繰越明許費 12,702,942千円
一般会計 12,176,134千円

一般会計 7,222,621千円

区分 平成29年度（2017年度）末
継続費逓次繰越 119,432千円

⼤町⼟地区画整理事業特別会計 30,210千円
事故繰越 422,755千円
一般会計 212,600千円

富⽥第⼆⼟地区画整理事業特別会計 45,000千円
伊賀河原⼟地区画整理事業特別会計 28,875千円
徳定⼟地区画整理事業特別会計 422,723千円

合計 13,245,129千円
一般会計 12,508,166千円
荒井北井⼟地区画整理事業特別会計 81,865千円

荒井北井⼟地区画整理事業特別会計 81,865千円
徳定⼟地区画整理事業特別会計 108,070千円
⼤町⼟地区画整理事業特別会計 20,220千円

⼤町⼟地区画整理事業特別会計 50,430千円

 過年度の資産の計上漏れ等があったため、本年度において修正を⾏っています。この修正により、本年度の貸借
対照表において、固定資産等が1,030,948千円増加し、⾏政コスト計算書において臨時収⼊、臨時⽀出が計
上されています。

 建設仮勘定について、郡山市財務諸表作成基準では事業用資産外に計上していますが、統一的な基準で
は事業用資産の中に計上しています。（971,901千円）
 また、無形固定資産について、郡山市財務諸表作成基準では事業用資産の中に計上していますが、統一的
な基準では事業用資産外に計上しています。（△92,817千円）
 なお、郡山市財務諸表作成基準のリース資産を事業用資産の建物171,682千円と工作物53,487千円
に組み替えています。（225,169千円）

富⽥第⼆⼟地区画整理事業特別会計 45,000千円
伊賀河原⼟地区画整理事業特別会計 28,875千円
徳定⼟地区画整理事業特別会計 530,793千円

 資産評価について、通常、取得価額が不明な資産であっても再調達価額等で計上していますが、統⼀的な
基準では、道路等⼟地の受贈財産と昭和59年以前の取得財産を備忘価額１円評価としています。（△
78,501,672千円）
 建設仮勘定について、郡山市財務諸表作成基準ではインフラ資産外に計上していますが、統一的な基準で
はインフラ資産の中に計上しています。（45,357,312千円）
 また、無形固定資産について、郡山市財務諸表作成基準ではインフラ資産の中に計上していますが、統一的
な基準ではインフラ資産外に計上しています。（△3,699千円）



エ 無形固定資産の影響額（974,643千円）

オ 投資その他の資産の影響額（1,392,479千円）

② 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

事業資産
土地

 売却可能価額は、地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律における評価⽅法によっています。
③ 減債基⾦に係る積⽴不⾜額

 該当事項はありません。
④ 基⾦借⼊⾦（繰替運⽤）
ア 財政調整基⾦

イ 減債基⾦

ウ ⼟地開発基⾦

エ 震災復興基⾦

⑤ 地⽅交付税措置のある地⽅債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが⾒
込まれる⾦額  107,077,653千円

⑥ 地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担⽐率の算定要素は、次のとおりです。
標準財政規模 67,407,452千円
元利償還⾦・準元利償還⾦に係る基準財政需要額算⼊額 209,621千円
将来負担額 139,862,369千円
充当可能基⾦額 26,779,863千円
特定財源⾒込額 15,268,272千円
地⽅債現在⾼等に係る基準財政需要額算⼊⾒込額 107,077,653千円

⑦ 地⽅⾃治法第234条の3に基づく⻑期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務⾦額 2,156,926千円

(3) ⾏政コスト計算書に係る事項
該当事項はありません。

 また、徴収不能引当⾦について、郡⼭市財務諸表作成基準では流動資産に計上していますが、統⼀的な基
準では固定資産に計上しています。（△221,419円）

 財務諸表作成基準⽇（平成30年３⽉31⽇）時点において、歳⼊予算に計上されているもの⼜は売却の公
募を⾏っているものを対象範囲としています。

資産種別 売却可能価額 貸借対照表における簿価

 無形固定資産について、郡山市財務諸表作成基準では事業用資産、インフラ資産の中に計上しています
が、統一的な基準では事業用資産、インフラ資産の外に計上しています。（96,516千円）
 なお、郡山市財務諸表作成基準のリース資産197,692千円を無形固定資産のソフトウエアに、建設仮勘
定680,436千円を無形固定資産のその他に組み替えています。（878,128千円）

 ⻑期延滞債権について、郡⼭市財務諸表作成基準では流動資産の未収⾦に計上していますが、統⼀的な
基準では固定資産に計上しています。（1,613,898千円）

平成29年４⽉３⽇〜平成29年６⽉28⽇ 7,850,377千円
平成29年６⽉28⽇〜平成29年９⽉19⽇ 7,510,377千円
平成29年９⽉19⽇〜平成29年12⽉15⽇ 9,430,377千円

33,422千円 33,422千円

期間 繰替運用額
平成29年４⽉１⽇〜平成29年４⽉３⽇ 12,420,377千円

平成30年３⽉28⽇〜平成30年３⽉31⽇ 10,260,377千円

期間 繰替運用額
平成29年４⽉１⽇〜平成30年３⽉31⽇ 1,025,320千円

平成29年12⽉15⽇〜平成30年３⽉６⽇ 9,640,377千円
平成30年３⽉６⽇〜平成30年３⽉19⽇ 10,420,377千円
平成30年３⽉19⽇〜平成30年３⽉28⽇ 10,370,377千円

平成29年４⽉１⽇〜平成29年９⽉19⽇ 2,166,354千円
平成29年９⽉19⽇〜平成29年12⽉15⽇ 2,244,743千円
平成29年12⽉15⽇〜平成30年３⽉６⽇ 2,245,478千円

期間 繰替運用額
平成29年４⽉１⽇〜平成30年３⽉31⽇ 1,539,113千円

期間 繰替運用額

平成30年３⽉６⽇〜平成30年３⽉31⽇ 2,247,505千円



(4) 純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不⾜分）の内容
① 固定資産等形成分

 固定資産の額に流動資産における短期貸付⾦及び基⾦等を加えた額を計上しています。
② 余剰分（不⾜分）

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた⾦額を計上しています。

(5) 資⾦収⽀計算書に係る事項
① 基礎的財政収支 △2,425,942千円

 ※⽀払利息⽀出を除く業務活動収⽀と基⾦取崩収⼊及び基⾦積⽴⽀出を除く投資活動収⽀から算出
② 既存の決算情報との関連性

③ 資⾦収⽀計算書の業務活動収⽀と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

 業務活動収支 9,375,193千円
投資活動収⼊の国県等補助⾦収⼊ 4,225,502千円
未収債権、未払債務等の増加（減少） 3,964,316千円
減価償却費 △15,627,930千円
賞与等引当⾦繰⼊額（増減額） △1,191,894千円
退職⼿当引当⾦繰⼊額（増減額） △1,538,650千円
徴収不納引当⾦繰⼊額（増減額） △101,216千円
資産除売却益（損） △1,203,209千円

純資産変動計算書の本年度差額 △2,097,888千円
④ ⼀時借⼊⾦に関する情報

 資⾦収⽀計算書上、⼀時借⼊⾦の増減額は含まれていません。
 なお、⼀時借⼊⾦の限度額は10,000,000千円です。

⑤ 重要な⾮資⾦取引
 重要な⾮資⾦取引は以下のとおりです。
無償譲与等により取得した資産の額 14,435,680千円
新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 566,220千円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 1,932,231千円 1,642,774千円
会計間振替に伴う差額 △1,074,691千円 △1,074,691千円

収入（歳入） 支出（歳出）
歳入歳出決算書 141,045,183千円 136,911,549千円

 地⽅⾃治法第233条第1項に基づく歳⼊歳出決算書は「⼀般会計」を対象範囲としているのに対し、資⾦収⽀計
算書は「⼀般会計等」を対象範囲としているため、歳⼊歳出決算書と資⾦収⽀計算書は⼀部の特別会計（公共
⽤地先⾏取得事業特別会計、荒井北井⼟地区画整理事業特別会計、中⾕地⼟地区画整理事業特別会計、
富⽥第⼆⼟地区画整理事業特別会計、伊賀河原⼟地区画整理事業特別会計、徳定⼟地区画整理事業特別
会計、⼤町⼟地区画整理事業特別会計、郡⼭駅⻄⼝市街地再開発事業特別会計、⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦
貸付⾦特別会計）の分だけ相違します。
 また、整理仕訳として会計間振替を⾏った⾦額分についても相違が⽣じます。
 さらに、繰越⾦については、歳⼊歳出決算書では収⼊として計上しますが、公会計では計上しないため、当該⾦額
分についても相違が生じます。

資⾦収⽀計算書

繰越⾦に伴う差額 △5,797,752千円
資⾦収⽀計算書 136,104,970千円 137,479,632千円


